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2019年６月10日

株 主 各 位
東 京 都 港 区 三 田 三 丁 目 ５ 番 2 7 号

代表取締役社長 加 藤 　 潤

第73回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申し上げます。
  さて、当社第73回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席下さいますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネット等により議決権
を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討
のうえ、当ご通知２頁から４頁に記載の方法により、2019年６月25日（火曜日）
当社営業時間終了の時（午後５時30分）までに議決権を行使して下さいますよう
お願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 2019年６月26日（水曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区高輪四丁目10番30号

品川プリンスホテル　メインタワー12階「シルバー12」
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照下さい。例年と同じホ
テル内ですが、会場の階数及び部屋名称は前年と異なりますので、
お間違えのないようお願い申し上げます。）

３．目 的 事 項
報告事項 １．第73期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

２．第73期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書
類報告の件

決議事項
第１号議案 取締役９名選任の件
第２号議案 監査役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受
付にご提出下さいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書
類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（アドレス　http://www.elematec.com）に掲載させて頂きます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会参考書類をご検討のうえ、以下のいずれかの方法により、議決権を行

使下さいますようお願い申し上げます。

株主総会にご出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さい。

日 時 2019年６月26日（水曜日）午前10時

場 所 東京都港区高輪四丁目10番30号

品川プリンスホテル　メインタワー12階「シルバー12」

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照下さい。）

書面（郵送）で議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に各議案の賛否をご表示のうえ、ご返送下さい。

行使期限 2019年６月25日（火曜日）午後５時30分到着分まで

インターネット等で議決権を行使される場合

次頁の案内に従って、各議案の賛否をご入力下さい。

行使期限 2019年６月25日（火曜日）午後５時30分入力完了分まで

・インターネット等と議決権行使書用紙の両方で議決権を行使された場合、後に

到着したものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。なお、インタ

ーネット等と議決権行使書用紙が同日に到着した場合、インターネット等を有

効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

・インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われた

ものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法「スマート行使」

以降は画面の案内に従って賛否

をご入力下さい。
2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC向けサイトへアクセスし、

議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、

再度議決権行使をお願いいたします。

※‌�QRコードを再度読み取って頂くと、PC向けサイトへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載の

QRコードを読み取って下さい。
1 議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用

議決権行使

ウェブサイト

ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用

議決権行使

ウェブサイト

ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見本

見本

※�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブ
の登録商標です。

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使ウェブ

サイトにログインすることができます。
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議決権行使コード・パスワードを入力する方法

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　午前9時～午後9時）

インターネット等による議決権行使でパソコンや

スマートフォンの操作方法等がご不明な場合は、

右記にお問い合わせください。

議決権行使ウェブサイト https://www.web54.net

以降は画面の案内に従って賛否をご入力下さい。4

1 議決権行使ウェブサイトにアクセスして下さい。

※「次へすすむ」をクリック

3 議決権行使書用紙に記載された「パスワード」をご入力下さい。

※「パスワード」を入力

※「次へ」をクリック

2

※「ログイン」をクリック

議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」をご入力下さい。

※「議決権行使コード」を入力

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームを
ご利用頂くことが可能です。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(2018年４月１日から
2019年３月31日まで)

１．企業集団の現況

(1)　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

  当連結会計年度のわが国経済は、雇用・所得環境の改善が進む中、緩

やかな回復基調が続きましたが、米中貿易摩擦の激化による世界経済へ

の不安の高まり、新興国通貨の急激な為替変動等により、先行きは不透

明な状況で推移しました。

  エレクトロニクス業界におきましては、AI及びビッグデータ活用のた

めのデータセンターの増加、IoT関連機器の需要増加、自動車の電装化比

率の拡大により、上期の電子部品等の生産は堅調に推移しましたが、下

期については、米中貿易摩擦の激化に伴う中国経済減速の影響により低

調に推移しました。スマートフォン市場は、主に中国での普及一巡に伴

う需要停滞の影響により低調に推移しました。

  このような状況の中、当社グループは、自動車向け各種関連部材に注

力した販売活動に努めましたが、スマートフォンの普及一巡に伴う需要

停滞の影響を受け、当連結会計年度の売上高は、前期比6.5％減の1,833

億99百万円となりました。

  利益面につきましては、売上高の減少に伴い売上総利益も減少し、営

業利益は、前期比2.2％減の63億35百万円となりました。

  経常利益は、営業利益が減少したものの、為替差損の縮小及び金利の

上昇に伴う受取利息の増加等により、前期比1.7％増の61億88百万円とな

りました。

  親会社株主に帰属する当期純利益は、連結子会社から当社への配当方

針を見直したことに伴い、当社が将来の配当受取り時に納付すると想定

される税金総額を繰延税金負債として10億84百万円計上し、法人税等調

整額が増加したことから、前期比23.1％減の33億64百万円となりました。
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セグメント業績の概況は以下のとおりであります。

セグメント別売上高及び営業利益

区 分

第72期
(前連結会計年度)
（2017年度）

第73期
(当連結会計年度)
（2018年度）

対前期増減率

売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益

百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

日 本 107,759 2,769 96,136 2,946 △10.8 6.4

中 国 45,362 1,564 42,046 1,351 △7.3 △13.6

その他アジア 33,468 1,274 33,243 1,190 △0.7 △6.6

欧 米 9,647 376 11,973 395 24.1 5.0

調 整 額 － 495 － 451 － －

合 計 196,238 6,480 183,399 6,335 △6.5 △2.2

　（注）１.日本以外の各セグメントに属する国または地域は、次のとおりであります。

　　　　　 中国・・・・・・・中国（香港を含む）

　　　　　 その他アジア・・・韓国、インド、東南アジア等

　　　　　 欧米・・・・・・・米国、メキシコ、チェコ

　　　　２.売上高は外部顧客への売上高であります。また、営業利益の調整額はセグメン

　　　　　 ト間取引消去等であります。

（日本）

  売上高は、自動車向け各種関連部材の販売は増加したものの、スマート

フォン向けディスプレイ関連部材の販売が減少したことから、前期比

10.8％減の961億36百万円となりました。営業利益は、前期比6.4％増の29

億46百万円となりました。

（中国）

  売上高は、テレビ向けディスプレイ関連部材の販売が減少したことから、

前期比7.3％減の420億46百万円となりました。営業利益は、前期比13.6％

減の13億51百万円となりました。
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（その他アジア）

  売上高は、医療機器関連部材の販売は増加したものの、スマートフォン

向けディスプレイ関連部材の販売が減少したことから、前期比0.7％減の

332億43百万円となりました。営業利益は、前期比6.6％減の11億90百万円

となりました。

（欧米）

  売上高は、自動車向け各種関連部材及びテレビ向けディスプレイ関連部

材の販売が増加したことから、前期比24.1％増の119億73百万円となりまし

た。営業利益は、前期比5.0％増の３億95百万円となりました。

②　設備投資の状況

当連結会計年度は、総額328百万円の設備投資を実施いたしました。

この主な内訳は、当社の本社フロア移転に伴う設備工事の51百万円及び

ITインフラ基盤の構築の47百万円であります。

③　資金調達の状況

該当事項はありません。

④　重要な企業再編等の状況

該当事項はありません。
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(2) 直前３連結会計年度の財産及び損益の状況

(単位：百万円)

区　　　　　分
第70期

（2015年度）
第71期

（2016年度）
第72期

（2017年度）

第73期
(当連結会計年度)
（2018年度）

売 上 高 216,824 203,004 196,238 183,399

経 常 利 益 6,880 5,314 6,085 6,188

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

5,048 1,342 4,376 3,364

１株当たり当期純利益(円) 123.29 32.79 106.88 82.17

総 資 産 80,572 93,284 91,835 95,667

純 資 産 44,442 44,545 48,046 50,056

（注）当社は、2019年４月25日開催の取締役会において、2019年６月１日を効力発生日として、

普通株式１株につき２株の割合で株式分割することを決議いたしましたが、第70期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　①　親会社の状況

　　　当社の親会社は豊田通商株式会社であり、同社は、2019年３月31日現在、

当社株式12,002千株（議決権比率58.6％）を保有しており、当社と同社は

「資本業務提携契約」を締結しております。

　　　なお、当社は同社と重要な取引はなく、取引に際しては、市場価格等を

勘案した一般取引先と同様の条件に従っております。

　②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
議決権

比率
主 要 な 事 業 内 容

依摩泰(上海)国際貿易有限公司
5,794千

人民元
100％ 電 子 材 料 等 の 販 売

依摩泰香港有限公司
12千

USドル
100％ 同 上

（注）１.上記の重要な子会社を含め、連結対象会社は22社であります。

２.会社法施行規則第118条第４号に定められている特定完全子会社はありません。
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(4) 対処すべき課題

　エレクトロニクス業界におきましては、AI及びビッグデータ活用のための

データセンターの増加、IoT関連機器や産業用機械の需要増加、自動車の電装

化比率の拡大が、成長を支える見通しとなっております。そのような状況の

中、当社グループは、以下の諸施策を推進し、企業価値の向上を図ってまい

ります。

①　高付加価値型ビジネスの強化

　顧客のニーズにマッチした最適なソリューションを提供し、収益力向上を

図るため、仕入先との信頼関係や独自の企画開発、設計機能を強化すること

に加え、それらを基にしたモジュール化提案力を強化してまいります。

②　グローバル展開の推進

　ASEAN市場における当社グループ事業を中国市場と同水準の規模に拡大す

るため、経営資源の重点配分を行い、非日系顧客に対してダイレクトアプロ

ーチを推進してまいります。また、欧米にも積極的な事業展開を行うことで、

グローバルでの顧客サポートが実現できる体制を構築してまいります。

③　自動車関連ビジネスの強化

　今後も顧客の成長が見込まれる自動車分野に対して、経営資源の重点配分

を行い、豊田通商株式会社との業務提携を活かして事業拡大を図ってまいり

ます。

④　成長戦略投資の実行

　健全な財務体質の維持を図りつつ、事業規模拡大と企画開発、設計機能の

強化を目的として、積極的な成長戦略投資を実行してまいります。

⑤　ガバナンス・リスクマネジメントの強化

　経済環境の変化に伴い、多様化・複雑化する様々なリスクに対応するため、

IT基幹システムのグローバル展開等による経営管理機能及び統制機能の強化

を図り、また、与信管理をはじめとしたグローバルなリスクマネジメント強

化を図ってまいります。
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⑥　豊田通商グループとのシナジー効果追求

　自動車分野のみならず非自動車分野の拡大や物流網の相乗りによるコスト

削減を図ることに加え、豊田通商グループの持つ様々な機能、ノウハウ及び

海外拠点網を活用することで、互いのシナジー効果の最大化を追求し、さら

なる成長スピードの加速を図ってまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援ご鞭撻を賜わりま

すようお願い申し上げます。

(5) 企業集団の主要な事業内容（2019年３月31日現在）

当社グループは、国内及び海外において電子材料、電子部品、設備等を販

売及び加工・組立することに加え、設計及び製造受託することを主な事業と

しております。

(6) 企業集団の主要な営業所等（2019年３月31日現在）

本 社

東京都港区三田三丁目５番27号

支 店

仙　　台（仙台市若林区） 那　　須（栃木県那須塩原市）

熊　　谷（埼玉県熊谷市） 千　　葉（千葉県茂原市）

八 王 子（東京都八王子市） 横　　浜（横浜市港北区）

長　　岡（新潟県長岡市）

上　　田（長野県上田市）

金　　沢（石川県金沢市）

三　　島（静岡県三島市）

名 古 屋（名古屋市南区）

大　　阪（大阪府吹田市）

京都本店（京都市南区）

加 古 川（兵庫県加古川市）

広　　島（広島県東広島市） 福　　岡（福岡県大野城市）

営 業 所

秋　　田（秋田県秋田市）

鳥　　取（鳥取県鳥取市）

刈　　谷（愛知県刈谷市）

（注）2019年４月１日付で、刈谷営業所は刈谷支店に昇格し、浜松営業所及び熊本営業所

を開設しました。

国内子会社

エレマテックロジサーブ株式会社（横浜市港北区）

海外子会社

依摩泰(上海)国際貿易有限公司（上海）

依摩泰香港有限公司（香港）
 

（注）当社の海外連結子会社は、上記以外に中国及びアジア地域16社、欧州１社、北中米

２社となっております。
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(7) 使用人の状況（2019年３月31日現在）

①　当社グループの使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

1,149名 30名減

（注）　使用人数は就業人員であり、当社グループからグループ外への出向者１名を除き、グル

ープ外から当社グループへの出向者２名を含んでおります。また、パートタイマー・契

約社員60名は含まれておりません。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

431名 １名増 40.0歳 12.1年

（注）　使用人数は就業人員であり、当社からの社外への出向者52名及びパートタイマー・契約

社員16名は含まれておりません。

(8) 主要な借入先の状況（2019年３月31日現在）

借入金の金額に重要性がないため、記載を省略しております。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（2019年３月31日現在）

　①　発行可能株式総数　　　　　　　84,000,000株

　（注）当社は、2019年４月25日開催の取締役会において、2019年６月１日を効力発生日とし

て、普通株式１株につき２株の割合で株式分割することを決議いたしました。これに

伴い、発行可能株式総数は168,000,000株となります。

　②　発行済株式の総数　　　　　　　21,152,473株

　（注）当社は、2019年４月25日開催の取締役会において、2019年６月１日を効力発生日とし

て、普通株式１株につき２株の割合で株式分割することを決議いたしました。これに

伴い、発行済株式の総数は42,304,946株となります。

　③　株主数　　　　　　　　　　　　　　 2,710名

④　大株主（上位10位）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

豊 田 通 商 株 式 会 社 12,002千株 58.6％

ビービーエイチ　フオー　フイデリテイ　ロー　
プライスド　ストツク　フアンド(プリンシパル　
オール　セクター　サブポートフオリオ）

1,175千株 5.7％

エ レ マ テ ッ ク 社 員 持 株 会 479千株 2.3％

ビービーエイチ　フイデリテイ　ピユーリタ
ン　フイデリテイ　シリーズ　イントリンシ
ツ ク 　 オ ポ チ ユ ニ テ イ ズ 　 フ ア ン ド

400千株 2.0％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 383千株 1.9％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 320千株 1.6％

大 阪 中 小 企 業 投 資 育 成 株 式 会 社 291千株 1.4％

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 270千株 1.3％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 179千株 0.9％

ビービーエイチ　フイデリテイ　グループ　
トラスト　ベネフイツト　プリンシパル　オ
ール　セクター　サブポートフオリオ

176千株 0.9％

（注）１．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

２．当社は、自己株式を679,302株保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。

３．持株比率は自己株式を控除し、小数点第２位を四捨五入して表示しております。

４．当社は、2019年４月25日開催の取締役会において、2019年６月１日を効力発生日とし

て、普通株式１株につき２株の割合で株式分割することを決議いたしましたが、大株

主（上位10位）の持株数及び上記（注）２．の自己株式数については、当該株式分割

前の株式数を記載しております。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2019年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 加 藤 　 潤

取 締 役 鈴 木 信 夫 専務執行役員

取 締 役 横 出 　 彰 専務執行役員

取 締 役 清 水 厚 志 常務執行役員

取 締 役 川 藤 　 聖 常務執行役員

取 締 役 椿 本 光 弘 豊田通商株式会社常務執行役員

取 締 役 柿 原 安 博
豊田通商株式会社執行役員
株式会社トーメンデバイス取締役

取 締 役 関 　 聡 介
弁護士
株式会社昭文社社外取締役

取 締 役 鈴 木 洋 三 株式会社ＳＯＬＥ代表取締役社長

常 勤 監 査 役 平 賀 幸 一

常 勤 監 査 役 磯 上 篤 生

監 査 役 水 上 　 洋
弁護士
ＧＭＯクラウド株式会社社外取締役
株式会社三栄コーポレーション社外取締役

監 査 役 志 治 芳 弘 豊田通商株式会社上級理事

（注）１．取締役関聡介氏及び取締役鈴木洋三氏は、社外取締役であります。

２．監査役平賀幸一氏及び監査役水上洋氏は、社外監査役であります。

３．当事業年度中の役員の異動は次のとおりであります。

　　（１）2018年６月22日開催の第72回定時株主総会終結の時をもって、取締役磯上篤生

氏、松平惣一郎氏及び内山和浩氏は任期満了により退任し、新たに清水厚志氏、

川藤聖氏及び椿本光弘氏が取締役に選任され就任いたしました。

　　（２）2018年６月22日開催の第72回定時株主総会終結の時をもって、監査役常深雅一

氏は辞任し、新たに磯上篤生氏及び志治芳弘氏が監査役に選任され就任いたし

ました。

４．監査役平賀幸一氏は、金融機関における長年の実務経験があり、また、監査役磯上篤

生氏は、当社等での財務及び会計に関する業務経験があることから、両者ともに財務

及び会計に関する知見を有しております。

５．当社は、取締役関聡介氏、取締役鈴木洋三氏、監査役平賀幸一氏及び監査役水上洋氏

を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出

ております。
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②　責任限定契約の内容の概要

　当社は、椿本光弘氏、柿原安博氏、磯上篤生氏及び志治芳弘氏並びに社外

役員全員と、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して

おります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項

各号に定める額としております。

③　取締役及び監査役の当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

８名
（２名）

180百万円
（12百万円）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

３名
（２名）

34百万円
（19百万円）

合 計 11名 214百万円

（注）１.当事業年度において、社外役員が、親会社等または当社を除く親会社等の子会社等か

ら、役員として受けた報酬等はありません。

２.期中に取締役から監査役に就任した１名分についての報酬は、各就任期間に配分してお

ります。また、支給人員についても、取締役、監査役の両方に含んでおります。

④　社外役員に関する事項

イ．他の法人等との重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役関聡介氏は、株式会社昭文社の社外取締役を兼務しておりま

す。また、当社と株式会社昭文社との間には特別の関係はありませ

ん。

・取締役鈴木洋三氏は、株式会社ＳＯＬＥの代表取締役を兼務しており

ます。また、当社と株式会社ＳＯＬＥとの間には特別の関係はありま

せん。

・監査役水上洋氏は、ＧＭＯクラウド株式会社の社外取締役及び株式会

社三栄コーポレーションの社外取締役を兼務しております。また、当

社と上記各社との間にはいずれも特別の関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況

・取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（13回開催） 監査役会（13回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 関 　 聡 介 13回 100.0％ － －

取 締 役 鈴 木 洋 三 13回 100.0％ － －

常 勤 監 査 役 平 賀 幸 一 13回 100.0％ 13回 100.0％

監 査 役 水 上 　 洋 13回 100.0％ 13回 100.0％

・取締役会及び監査役会における発言状況
１．取締役関聡介氏は、主に弁護士の見地から客観的かつ広範な視野

により適宜必要な発言を行い、経営の意思決定及び職務執行の妥
当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

２．取締役鈴木洋三氏は、カシオ計算機株式会社等において長年にわ
たって培ったエレクトロニクス業界における豊富な経験と幅広
い見識に基づき、経営の意思決定の妥当性・適正性を確保するた
めの助言・提言を行っております。

３．監査役平賀幸一氏は、常勤監査役として、適宜必要な発言を行
い、取締役の意思決定及び職務執行の妥当性・適正性を確保する
ための助言・提言を行っております。また、適宜本支店等への往
査を行うなど、監査機能を発揮しております。

４．監査役水上洋氏は、主に弁護士の見地から客観的かつ広範な視野
により適宜必要な発言を行い、取締役の意思決定及び職務執行の
妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行うなど、監査機
能を発揮しております。

⑤　取締役会の実効性評価について

　当社取締役会は、取締役会全体としての実効性に関する分析・評価のた
め、全取締役及び全監査役を対象に、取締役会の構成・運営・議題や支援体
制等についてアンケートを実施いたしました。
　その上で、各人から提出された当該アンケートを集計し、取締役会の実効
性評価の結果を取締役会に報告いたしました。
　評価結果全体を通しては、取締役会が監督機能を果たすための闊達な議論
が行われ、審議が行われる風土、環境、体制は、概ね整っているものと評価
しております。一方で、役員間の情報共有の更なる拡充など、一部の項目に
関し改善に向けた取り組みを求める意見も見られました。
　今後は、全取締役及び全監査役の間で、より広く情報を共有できるように
体制を見直すなど、当社取締役会の更なる実効性を確保するとともに、ガバ
ナンス体制の構築に取り組んでまいります。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　ＰｗＣあらた有限責任監査法人

(注)当社の会計監査人であったＥＹ新日本有限責任監査法人は、2018年６月22日開催の第72回

定時株主総会終結の時をもって退任いたしました。

②　報酬等の額

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 34百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の

利益の合計額
34百万円

(注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　 ２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、同計画と前年度監査実績との比較、会

計監査人の職務遂行状況及び類似業種に属する他社との報酬額の比較等により、必

要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしまし

た。

　　 ３．当社の重要な子会社である依摩泰(上海)国際貿易有限公司及び依摩泰香港有限公司

は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほ

か、会計監査人の職務の遂行状況や当社の体制等を勘案して会計監査人の

変更が必要であると判断される場合には、監査役会の決定により、会計監

査人の解任または不再任に関する議題を株主総会に提案いたします。

④　責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

①業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決議内容は以下の

とおりであります。

イ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制

１）取締役、執行役員及び社員（使用人）に対して、法令、社会倫理及

び企業倫理の遵守を徹底させるため、コンプライアンス規程におい

て「行動基準」を定める。

２）企業倫理に従い、市民社会の秩序及び安全に脅威を与える反社会的

勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を持たない。

３）コンプライアンス体制の構築及び運用については、「マネジメント

会議」（代表取締役、管理系の執行役員と本部長等をもって構成さ

れ、代表取締役社長が議長を務める。）において、関連する方針、

対応及び重要事項等を協議し決定する。

４）「行動基準」の遵守やコンプライアンスへの取り組みは、マネジメ

ント会議事務局として人事総務部が統括し、新規事業及び新規案件

に内在するリスクを分析し、適時マネジメント会議に報告する。更

に必要に応じて取締役会に報告する。また人事総務部は社員研修や

各種社内会議等を通じて、コンプライアンスの意義等を啓蒙する活

動を行う。

５）取締役、執行役員及び社員は、コンプライアンス上の問題を発見し

た場合は、コンプライアンス規程に定める、通常の報告経路または

通常と異なる通報手段としての内部通報制度により、報告または通

報を行う。

６）財務報告にかかわる内部統制については、財務報告の適正性と信頼

性を確保するために必要な体制を整備し、充実を図る。
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ロ．取締役の職務の執行にかかわる情報の保存及び管理に関する事項

１）取締役の職務の執行にかかわる情報の保存及び管理は、文書管理規

程に従い人事総務部が所管する。

２）取締役及び監査役は、文書管理規程により管理が義務づけられた、

取締役、執行役員及び社員の職務執行にかかわる文書（電磁媒体記

録も含む。）を常時閲覧することができる。

３）文書管理規程の改廃は、人事総務部起案により社内稟議され、取締

役会で承認を受ける。

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

１）リスクの分析、分類及び対応体制を定めたリスク管理規程により、

事業支援部が当社及び当社グループのリスク管理を統括する。事業

支援部は新たにリスクを把握した場合、分析及び分類を行い、リス

ク管理規程の改廃を起案する。リスク管理規程の改廃は事業支援部

起案により社内稟議され、取締役会で承認を受ける。

２）リスク管理規程において想定されたリスクが顕在化またはその他重

大なリスクが発生した場合は、全体を代表取締役社長（またはその

代行者）が統括し対策本部を編成するとともに、対策本部長から指

名され直接危機の沈静化を図る実施責任者は対策本部と連携し、危

機または損害の拡大を抑える。その間の経緯は、実施責任者から対

策本部へ報告され、対策本部はその対応策の方針を決定するととも

に、実施した内容を取締役会に報告する。

３）顕在化または発生したリスクが、会社経営に及ぼす影響が比較的軽

微な事項並びに限定された部門または当事者のみが関与する事項の

場合は、マネジメント会議並びに通常の職務分掌及び指揮命令系統

により対応する。

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１）職務権限規程及び稟議規程により、取締役、執行役員及び社員の意

思決定ルールを定め、各役職者の権限及び責任を明確にし、適正か

つ効率的な体制を構築する。

２）各営業部門の業績、当社及び関係会社の損益、会社が重要と認めた

管理指標及び内部監査の概況を月次ベースで報告及び検討し、次の

活動方針を決定するために、毎月１回「本部長会議」（代表取締役、

全ての執行役員と本部長等をもって構成され、代表取締役社長が議
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長を務める。）を開催する。

３）取締役会への決議事項上程に先立って、投資等で重要な案件は計画

段階も含め、関係役員会を開催し、内容の周知と懸案となる事項の

審議、調整を行う。

４）営業及び開発情報の共有化を目的に、毎月１回「営業本部長会議」

（代表取締役、営業系及び開発系の全ての執行役員と本部長等をも

って構成され、代表取締役社長が議長を務める。）を開催する。

５）年度末において次年度以降の予算等を策定し、取締役会の承認を得、

また中間期末においては下期に関する予算達成度の見通しを策定し、

取締役会へ報告する。

ホ．当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を

確保するための体制

１）当社及び当社グループは、当社各部門またはグループ各社担当の当

社執行役員もしくは当社本部長及びグループ各社社長が、各部門及

びグループ各社の業務執行の適正を確保する内部統制を構築、整備

し、運用する。このうち内部統制の構築、整備にあたっては、下記

４）の効率的な業務執行のための対応や下記５）の内部監査結果を

踏まえて、必要に応じて当社管理系の執行役員と本部長が情報を集

約し、当社管理系各部門の専門スタッフがサポートする。

２）グループ各社社長は、当社の関係会社管理規程及び予算管理規程に

従い、必要な事項に関しては当社の承認を得、また財務決算、管理

決算等の財務状況、営業成績及びその他重要情報について、グルー

プ各社担当の当社執行役員または当社本部長並びに報告事項を所管

する当社管理系各部門に報告する。またこれら報告を受けた各社担

当の当社執行役員または当社本部長もしくは報告事項を所管する当

社管理系各部門は、毎月１回開催される本部長会議及び営業本部長

会議にて報告する。これにより、グループ各社の取締役等の職務の

執行にかかわる当社への報告体制を維持し、充実を図る。

３）グループ各社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制は、グ

ループ各社を当社の各部門と同様に位置づけ、当社のリスク管理規

程により一元的に包括管理することで維持し、充実を図る。

４）グループ各社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確

保するための体制は、当社予算管理規程等による連結ベースでの事

業計画等の策定や、当社管理系各部門からグループ各社の間接業務
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等の運営に資するガイドライン等の提供、グループ各社から当社管

理系各部門への報告、相談を通して維持し、充実を図る。

５）グループ各社は、取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款

に適合することを確保するために、個別にコンプライアンス規程を

制定し運用する。また、当社内部監査室は、当社及び当社グループ

各社の内部監査を実施し、その結果を当社代表取締役、当社各部門

またはグループ各社担当の当社執行役員もしくは当社本部長、当社

管理系の執行役員と本部長等に報告し、被監査部門の部店長及びグ

ループ会社社長に結果を説明する。

６）当社グループは、経営の独立性を確保しつつ、親会社（豊田通商株

式会社）グループの一員としてそのグループ基本理念の精神を共有

するとともに、親会社グループ全体における業務の適正を確保する

体制との調和を図る。また、親会社グループとの契約や取引条件等

は、その他顧客との取引における契約条件や市場価格を参考に、合

理的に決定する。

ヘ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性及

びその使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

１）監査役会事務局は主に財務経理部員が兼務し、会計監査人との情報

交換、その他事務に関して監査業務を補助する。また監査役の求め

に応じて、コーポレート本部内のその他の部員も監査役会事務局を

兼務しその業務を行う。

２）監査役は、内部監査室等管理系各部門の社員に対し、監査業務に必

要な事項を命じることができる。当該命令を受けた社員は、その事

項について監査役の指揮命令に従い、社内の指揮・命令系統から独

立して調査にあたり、またその結果を直接監査役に報告する。

３）監査役会事務局員及び監査役から監査業務に必要な事項を命じられ

た社員に対する人事異動発令または懲戒処分については、代表取締

役は事前に監査役にその旨を説明し、監査役の意見を聴取するもの

とする。
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ト．当社並びに子会社の役員及び使用人等が当社監査役に報告するための

体制及び当該報告をした者がその報告をしたことを理由に不利益な取

扱いを受けないことを確保するための体制

１）当社取締役は、グループ各社にかかわる次に定める事項を当社監査

役に報告するものとする。

(a) 当社グループに重大な損害を及ぼすおそれのある事態が発生した

場合、その事実及びその経緯、対応方針及び対応結果

(b) グループ各社の毎月の損益動向等の経営状況に関する事項

(c) 内部監査状況に関する事項

(d) リスク管理やコンプライアンス管理に関する重要な事項

２）当社監査役が、監査上情報を必要と判断した事項につき、当社執行

役員及び社員またはグループ各社役員及び社員（以下、「グループ

役職員」という。）に報告を求めた場合は、当該グループ役職員は

全ての業務上の予定を調整し、最優先で当社監査役に対して報告を

行う。

３）当社は、当社監査役へ報告を行ったグループ役職員に対し、当該報

告をしたことを理由として不利益な取扱いを行わない。

チ．監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理にかかわる

方針に関する事項及びその他監査役の監査が実効的に行われることを

確保するための体制

１）当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用予算を、毎年、一

般管理費予算に含めて計上する。

２）当社は、監査役より通常の監査に要する費用または監査上臨時に発

生した費用の請求（会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求を

含む。）があったときは、決裁権限に応じ担当部署等が審議を行い、

これら請求にかかわる費用や債務が監査役の職務の執行に基づくも

のではないと認められた場合を除き、速やかに支払処理する。

３）監査役は、取締役会以外にも、本部長会議等の会社の主要な会議に

出席することができる。

４）監査役は、会計監査人の行う監査及び内部監査室の行う監査に同行

し、その監査結果の報告会等へ出席できる。
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②業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

イ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制

１）コンプライアンス体制

当社は、コンプライアンスを統括する「マネジメント会議」が、

体制の構築を行いその運用を行っており、これにより当社グループ

全体に対するコンプライアンス意識の醸成を図っております。

また、当社では「マネジメント会議」がコンプライアンスへの取

り組みを統括し、人事総務部が、その事務局として、コンプライア

ンス全般の社内啓蒙、教育を実施し、その内容について適宜報告を

行い、必要な都度、全グループ社員または関係者向けの注意喚起・

通知・通達などを行っております。

更に、当社が制定するコンプライアンス規程においては、「行動

基準」のひとつとして、反社会的勢力との関係遮断を盛り込み、人

事総務部が行う社内教育にてその周知徹底を行っております。

内部通報制度につきましても、その内容をコンプライアンス規程

に定め、社内外に設置した通報窓口への通報があった場合、通報者

の通報に対する不利益扱いをすることなく、コンプライアンス事務

局または案件に応じて常勤監査役を介して「マネジメント会議」に

報告される体制を構築しており、通報の有無については、毎月「マ

ネジメント会議」に報告されております。

２）財務報告にかかわる内部統制

当社は、財務報告にかかわる内部統制規程を制定し、隔月で「内

部統制運用委員会」を開催しております。

当該委員会においては、主に当社グループ全体について、業務運

用上の課題や内部監査室による全般統制監査結果を基に、財務報告

の適正性及び信頼性の確保につながる協議・検討を行っております。

ロ．取締役の職務の執行にかかわる情報の保存及び管理に関する事項

当社は、取締役会が承認した文書管理規程を制定・施行し、取締役

が主催または出席する各種会議体の事務局部門が、その議事録及びレ

ジュメ等を書面保管またはデータ保存を行っております。

これらは、取締役及び監査役の求めに応じて必要な都度、閲覧でき

るよう運用しております。
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ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、リスク管理規程を制定・施行し、毎期、「リスク分析会議」

を開催して、当社グループを取り巻くリスク事象の分析を行うほか、

それぞれの項目に対して経営に与える影響度合い等の検証を行い、「マ

ネジメント会議」にて報告を行った上で、会計監査人にも報告してお

ります。

また、当社及びグループ各社が被る損失または不利益を最小限に抑

制するため、リスクに応じた対策本部の設置基準、緊急事態対応体制

マニュアルを予め定めております。その上で、事業継続マネジメント

（BCM）及び事業継続計画（BCP）を策定し、これらを含めて、体制や

取り組み手順等について、適宜見直しを行うなどの運用を行っており

ます。

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社では、取締役が効率的に職務執行できるよう、以下の２点を定

期的に実施しております。

１）職務権限及び稟議

当社は、職務権限規程及びその付表として決裁一覧表を定めてい

るほか、稟議規程を定め、運用しております。

内部監査室は、業務監査等を通じて、各種業務に関する承認が適

正に行われていることの状況を確認しております。

また、稟議については、人事総務部が受付審査を行い、各役職者

の権限と責任が適正に機能されるよう書類の回付を行うなどの運用

が図られております。

２）各種会議体の開催

当社では、毎月１回、「本部長会議」において、予算等を基に、

当社グループ各社の損益状況、管理指標及び内部監査概況を月次ベ

ースで報告・検討を行い、また、「営業本部長会議」においては、

営業及び開発情報の共有化が図られております。

予算につきましては、次年度以降の予算案に関し、年初に開催さ

れる「予算会議」での審議を経て策定され、取締役会の承認により

確定しております。

また、年央においては、下期に関する「見直し予算会議」で、そ

の進捗や見通しについての検討が行われ、取締役会に報告されてお

ります。

なお、取締役会に上程される議案については、全て前項の稟議を

経ており、その稟議過程で事案の重要度に応じて、内容の周知、懸

念事項の審議・調整を行う「関係役員会」を開催しております。
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ホ．当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を

確保するための体制

当社及び当社グループ各社の業務の適正を確保するための体制を構

築・整備・運用するため、「本部長会議」及び「営業本部長会議」に

おいて、各社の月次決算の経営状況の認識や内部監査結果等を通じて、

各社が取り組むべき課題について報告・検討しております。

この課題の解決及び改善にあたっては、当社管理系各部門のスタッ

フが適宜、アドバイス・サポートを行っております。

ヘ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性及

びその使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

当社では、監査役の職務を補助する事務局スタッフを２名選定し、

監査役の求めに応じて、その業務サポートを行っております。

また、監査役は、内部監査室が行う監査業務に対して、必要に応じ

て指導または助言を行っております。

ト．当社並びに子会社の役員及び使用人等が当社監査役に報告するための

体制及び当該報告をした者がその報告をしたことを理由に不利益な取

扱いを受けないことを確保するための体制

監査役は、当社の各種会議体に出席し、業務の適正を確保するため

の体制及びグループ各社の月次決算等について報告を受けております。

また、当社グループの全社員は、監査役の求めに応じて監査業務に

必要な情報や報告を行うこととしており、当社は、当該情報・報告提

供者に対し、不利益な取扱いを行わないよう運用しております。

チ．監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理にかかわる

方針に関する事項及びその他監査役の監査が実効的に行われることを

確保するための体制

監査役は、内部監査室による業務監査の立会いを行うほか、会計監

査人による監査への同行やその監査結果報告会への出席等についても、

その職務として行っておりますが、当社は、監査役の職務の執行にあ

たって生じる経費類について、その請求に基づき、速やかに経費精算

処理を行っております。

－ 24 －



(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様に対する利益配分を経営の重要課題と位置づけ、中期

的な業績の見通しや投資計画に基づくキャッシュ・フローの状況を勘案し、

配当性向（連結）30％を維持することを基本方針としております。

　当期の期末配当金の試算にあたり、当社グループ内における配当方針を見

直したことを理由として計上した法人税等調整額10億84百万円（前項「１．

企業集団の現況　（1）当連結会計年度の事業の状況　①事業の経過及び成

果」ご参照）については、現時点で現金支出を伴うものではないことから、

その影響を控除して試算しております。

　その結果、期末配当金として１株当たり36円を実施する予定としており、

年間配当金は66円となる見込みです。

　次期の配当予想につきましては、株主の皆様への利益還元をより一層強化

するため、2019年４月25日開催の取締役会において、配当性向（連結）を40％

以上に引き上げることを決議し、業績の見通し及びキャッシュ・フローの状

況等を勘案した結果、配当性向40.5％、１株当たり年間配当金として90円を

予想しております。

　なお、当社株式の流動性を高め、投資家層の拡大を図ることを目的に、前

述の取締役会において、2019年６月１日を効力発生日として、普通株式１株

につき２株の割合で株式分割することを決議いたしました。上記記載の次期

配当については、当該株式分割を考慮しない金額を記載しております。当該

株式分割を考慮した場合の次期１株当たり年間配当金は45円となります。

　当社は、会社法第459条第１項各号に定める剰余金の配当等については、法

令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議

をもって行う旨を定款に定めております。

　内部留保金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく

有効投資してまいりたいと考えております。

　また、自己株式の取得につきましては、資本効率の向上と経営環境に応じ

た機動的な資本政策を遂行するため、財務状況及び株価の動向等を勘案しな

がら、適切に実施してまいりたいと考えております。
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(7) 会社の支配に関する基本方針

  　①　基本方針の内容の概要

　　　  　当社グループは、エレクトロニクス業界において、伝統的商社機能の

ほか、情報収集機能、物流機能等を活用し、得意先、仕入先双方に、新

たな付加価値を提供しつつ商材の販売活動を展開しております。

　また、当社グループの事業活動においては、株主、得意先、仕入先､ 

従業員にとどまらず、社会的責任をもたらすものとして、地域社会の調

和、環境への配慮など、事業を進めるにあたり広範囲のステークホルダ

ーの利益を最大限に配慮することも必要であると考えており、当社グル

ープの財務及び事業の方針の決定を支配する者としては、これらステー

クホルダーの利益に資することに配慮し、当社の企業価値及び株主共同

の利益を中長期的に確保、向上させていく立場にあるべきものと考えて

おります。

　　　　　一方、上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様の自由な取

引が認められており、当社の株式に対する大規模な買付行為があったと

しても、一概にこれを否定するものではなく、最終的には、株主の自由

な意思により判断されるべきであると考えております。

　　　　　しかしながら、大規模買付行為は、それが成就すれば、当社の経営に

直ちに大きな影響を与える支配権を取得するものであり、当社の企業価

値及び株主共同の利益に重大な影響を及ぼす可能性を内包しています。

          このうち、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれのあ

る大規模買付行為は不適切と考えざるを得ず、また、その行為を行う者

は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適当である

と考えております。

　　②　基本方針の実現に資する取り組み

　　　　　当社グループは、日々の事業活動を通じて、企業としての社会的責任

を果たし、健全な事業成長を遂げることにより、社会の発展に貢献する

ことをめざしております。また、多数の株主、投資家の皆様に長期的に

継続して当社に投資して頂くため、中長期的に当社の企業価値の最大化

を図ってまいります。

　　　　　企業価値の最大化に向けた経営戦略の具体的な内容につきましては、

前項「１．企業集団の現況 (4)対処すべき課題」に記載のとおりであり

ます。
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③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決

定が支配されることを防止するための具体的な取り組み

　　　　　当社は、前記①記載の基本方針に照らして不適切な者によって当社の

財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取り組み

として、2007年６月22日開催の第61回定時株主総会で買収防衛策を導入

し、2008年６月20日開催の第62回定時株主総会の決議による承認を得て、

これを更新いたしました（更新後の買収防衛策を、以下「本施策」とい

う。）。

　　しかしながら、その後、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀損す

るおそれのある大規模買付行為の脅威も相対的に低くなってきていると

考えられ、また、金融商品取引法等の改正等に伴う、大規模買付行為に

対する手続の整備、変更の浸透により、株主の皆様が適切な判断をする

ために必要な情報や時間を確保するという本施策の目的は、一定程度担

保されることとなりました。

このような事情を総合的に勘案し、当社は、2011年５月10日開催の取

締役会において、2011年６月開催の定時株主総会の終結時に有効期間の

満了を迎える本施策の見直しにつき慎重に検討を行った結果、2011年６

月17日開催の当社第65回定時株主総会の終結時をもって本施策を継続し

ないことを決議いたしました。

　なお、当社株式の大規模買付行為が行われた場合は、当該大規模買付

行為が当社の企業価値または株主共同の利益を毀損するおそれがないか

どうか、積極的な情報収集とその適切な開示に努めるとともに、会社法

その他関係法令及び定款の許容する範囲において、当社取締役会が必要

かつ適切であると判断する措置を講じます。また、今後の社会的な趨勢

も考慮し、当社取締役会が買収防衛策を再導入する必要があると判断し

た場合には、定款の定めに従い、株主総会にその是非をお諮りいたしま

す。

④　特別な取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

      当社は、前記①の基本方針を踏まえ、当社の企業価値を向上させ、株

主共同の利益を確保するため、前記②を重点施策として策定しており、

これはまさに当社の基本方針に沿うものであります。これら取り組みは、

当社の企業価値の向上及び株主共同の利益の確保を目的とするものであ

り、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年３月31日現在）

                                                                 （単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 90,495 流 動 負 債 44,291

　 現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

販 売 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

投 資 不 動 産

破 産 更 生 債 権 等

退職給付に係る資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

25,714

52,801

10,886

1,121

△28

5,172

2,390

720

1,222

448

691

326

364

0

2,090

420

732

342

3,590

165

447

△3,608

支払手形及び買掛金 41,371

短 期 借 入 金 83

未 払 法 人 税 等 759

賞 与 引 当 金 322

そ の 他 1,754

固 定 負 債 1,318

退職給付に係る負債 83

繰 延 税 金 負 債 1,160

そ の 他 74

負 債 合 計 45,610

純 資 産 の 部

株 主 資 本 48,992

資 本 金 2,142

資 本 剰 余 金 3,335

利 益 剰 余 金 44,209

自 己 株 式 △694

その他の包括利益累計額 1,063

その他有価証券評価差額金 91

為替換算調整勘定 857

退職給付に係る調整累計額 114

純 資 産 合 計 50,056

資 産 合 計 95,667 負 債 ・ 純 資 産 合 計 95,667

  （注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(2018年４月１日から
2019年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 183,399

売 上 原 価 165,015

売 上 総 利 益 18,384

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,048

営 業 利 益 6,335

営 業 外 収 益 408

受 取 利 息 97

受 取 配 当 金 9

賃 貸 収 入 79

投 資 組 合 運 用 益 5

受 取 補 償 金 142

そ の 他 74

営 業 外 費 用 556

支 払 利 息 4

賃 貸 費 用 21

為 替 差 損 475

そ の 他 54

経 常 利 益 6,188

特 別 利 益 0

投 資 有 価 証 券 売 却 益 0

特 別 損 失 24

減 損 損 失 24

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,164

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,694

法 人 税 等 調 整 額 1,105

当 期 純 利 益 3,364

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

3,364

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

   　　　(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2018年４月１日 期首残高 2,142 3,335 42,278 △694 47,061

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,433 △1,433

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

3,364 3,364

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の

連 結 会 計 年 度 中 の

変 動 額 ( 純 額 )

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － 1,931 △0 1,931

2019年３月31日 期末残高 2,142 3,335 44,209 △694 48,992

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価
差 額 金

為替換算

調整勘定

退 職 給 付
に 係 る
調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額
合 計

2018年４月１日 期首残高 188 676 119 984 48,046

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,433

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

3,364

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の

連 結 会 計 年 度 中 の

変 動 額 ( 純 額 )

△96 180 △5 78 78

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △96 180 △5 78 2,010

2019年３月31日 期末残高 91 857 114 1,063 50,056

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　22社

　　 主要な連結子会社名は、事業報告の「１．企業集団の現況 (3)重要な親会社及び子会

社の状況 ②重要な子会社の状況」に記載のとおりであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数　　　　１社

・会社等の名称　　　　　　　　　Sakaiya-Thai Techno Plate Co.,Ltd.

(3) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ　　　　　　　　時価法

ハ．たな卸資産

・商品、製品、原材料　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　　定額法

ロ．無形固定資産　　　　　　　　定額法

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額

の当連結会計年度負担額を計上しております。
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④　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段…先物為替予約取引及び

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　通貨オプション取引

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　　外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを回避する

目的で行っております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法　　　　先物為替予約取引及び通貨オプション取引について

は、ヘッジ手段とヘッジ対象取引に関する重要な条件

が同一であり、為替相場変動を完全に相殺できると認

められるため、もしくは、実行の可能性が極めて高い

将来の予定取引に基づくものであるため、ヘッジの有

効性の判定は省略しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る資産及び退職　　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備える

　　給付に係る負債の計上基準　　ため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退

職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上して

おり、年金資産の額が退職給付債務の額を超過してい

る場合は、退職給付に係る資産に計上しております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により

費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用に

ついては、税効果を調整の上、純資産の部におけるそ

の他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に

計上しております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　　税抜方式

２．会計方針の変更に関する注記

　該当事項はありません。
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３．表示方法の変更に関する注記

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年２月16日)に

伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」(法務省

令第５号　平成30年３月26日)を当連結会計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資

産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

４．連結貸借対照表に関する注記

　(1) 連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度の末日が金融機関の休

業日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当連結会計年度末日

満期手形の金額は、次のとおりであります。

　  受取手形 72百万円

　  支払手形 5百万円

(2) 担保に供している資産

投資有価証券 64百万円

上記の資産を、仕入債務262百万円の担保に供しております。

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 2,809百万円

(4) 投資不動産の減価償却累計額 112百万円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 21,152千株 －千株 －千株 21,152千株

（注）当社は、2019年４月25日開催の取締役会において、2019年６月１日を効力発生日として、

普通株式１株につき２株の割合で株式分割することを決議いたしましたが、上記の事項

については、当該株式分割前の株式数を記載しております。

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 679千株 0千株 －千株 679千株

（注）当社は、2019年４月25日開催の取締役会において、2019年６月１日を効力発生日として、

普通株式１株につき２株の割合で株式分割することを決議いたしましたが、上記の事項

については、当該株式分割前の株式数を記載しております。

　(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

  イ. 2018年５月25日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 818百万円

・１株当たり配当金額 40円

・基準日 2018年３月31日

・効力発生日 2018年６月25日
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　  ロ. 2018年10月29日開催の取締役会決議による配当に関する事項

　　　・配当金の総額　　　　　　　614百万円

　　　・１株当たり配当金額　　　　30円

　　　・基準日　　　　　　　　　　2018年９月30日

　　　・効力発生日　　　　　　　　2018年12月４日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期となるもの

　　　　2019年５月23日開催の取締役会において次のとおり決議する予定です。

　　　・配当の原資　　　　　　　　利益剰余金

　　　・配当金の総額　　　　　　　737百万円

　　　・１株当たり配当金額　　　　36円

　　　・基準日　　　　　　　　　　2019年３月31日

　　　・効力発生日　　　　　　　　2019年６月27日

（注）当社は、2019年４月25日開催の取締役会において、2019年６月１日を効力発生日とし、普

通株式１株につき２株の割合で株式分割することを決議いたしましたが、2019年３月31日

を基準日とする配当については、当該株式分割前の株式数を基準に実施いたします。

６．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

　　①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、売掛金回収、買掛金支払及び設備投資の計画等に照らし、必要に応じ

て資金を調達しております。発生した余資については、定期預金等の低リスクの金融商品

で運用しております。デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用してお

り、投機的な取引は行わない方針であります。

　　②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形、売掛金及び破産更生債権等は、得意先の信用リスクに晒され

ております。また外貨建ての営業債権は為替の変動リスクに晒されておりますが、原則と

して先物為替予約取引及び通貨オプション取引を利用してヘッジしております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、これらは市場価格の変

動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて１年内の支払期日であり、流動性リスク

に晒されております。また、主に事業の運転資金に係る資金調達を目的とした短期借入金

も、流動性リスクに晒されております。

　デリバティブ取引は、外貨建営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目

的とした先物為替予約取引及び通貨オプション取引であります。

　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ会計の方法、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針及

びヘッジ有効性評価の方法等については、前述の「１．連結計算書類作成のための基本と

なる重要な事項 (3)会計方針に関する事項 ④重要なヘッジ会計の方法」に記載のとおりで

あります。
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　　③　金融商品に係るリスク管理体制

     イ．信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、財務経理部が主要な取引先の状況を

定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪

化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社においても、当社の

債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

　デリバティブ取引については、取引先を、高格付を有する金融機関に限定していること

から、信用リスクは、ほとんどないものと認識しております。

　　 ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建営業債権債務について、月別通貨別に把握される残高に対して、原則と

してその差異相当額を対象に、先物為替予約取引及び通貨オプション取引を利用してヘッ

ジしております。

　投資有価証券については、定期的に時価や取引先企業の財務状況等を把握し、市況や取

引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、先物為替予約取扱規程及び先物為替予約業

務実施要領に沿って行い、財務経理部が決裁担当者の承認を得て行っております。また、

月次の取引実績は、本部長会議（代表取締役、全ての執行役員と本部長等をもって構成さ

れ、代表取締役社長が議長を務める。）において報告されております。なお、連結子会社

についても、当社が定める方法に従い、各種金融商品並びにリスクヘッジの執行及び管理

をしており、当社は財務経理部が適宜モニタリングを行うことで、その管理状況を注視し

ております。

　　 ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　流動性リスクに晒されている営業債務や短期借入金は、当社グループにおいては、各社

が月次で資金繰り計画を作成する等の方法により流動性リスクの管理を行っております。

　　④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　「(2) 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等に

ついては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれ

ておりません((注)２．参照)。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1)現金及び預金 25,714 25,714 －

(2)受取手形及び売掛金 52,801 52,801 －

(3)投資有価証券 346 346 －

(4)破産更生債権等 3,590

貸倒引当金（※１） △3,590

－ － －

資産計 78,862 78,862 －

(1)支払手形及び買掛金 41,371 41,371 －

(2)短期借入金 83 83 －

(3)未払法人税等 759 759 －

負債計 42,214 42,214 －

デリバティブ取引（※２） (103) (103) －

　(※１）破産更生債権等については、個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

　(※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味

の債務となる項目については( )で表示しております。
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　（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(3)投資有価証券

　株式の時価については、取引所の価格によっております。

(4)破産更生債権等

　担保及び保証による回収見込み額等に基づいて貸倒見積額を算定しているため、

時価は決算日における貸借対照表計上額から現在の貸倒見積額を控除した金額に

近似していることから、当該帳簿価額によっております。

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引

　デリバティブ取引の時価について、取引先金融機関から提示された価格等によって

おります。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

関連会社株式 46

非上場株式 24

投資事業有限責任組合への出資 2

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、「(3)投資有価証券」には含めておりません。
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７．賃貸等不動産に関する注記

　当社グループでは、東京都において、賃貸用のオフィスビル等（土地を含む。）を有してお

ります。2019年３月期における賃貸等不動産に関する賃貸損益は58百万円（賃貸収益は営業外

収益に計上、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

　また、賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとお

りであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末

の時価当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

352 △9 342 1,028

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま

す。

２．当連結会計年度増減額の減少額は、減価償却によるものであります。

３．当連結会計年度末の時価は、適切に市場価格を反映していると考えらえる指標等を

用いて自社で算定した金額であります。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,222円49銭

(2) １株当たり当期純利益金額 82円17銭

（注）当社は、2019年４月25日開催の取締役会において、2019年６月１日を効力発生日として、

普通株式１株につき２株の割合で株式分割することを決議いたしましたが、当連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

９．重要な後発事象に関する注記

　当社は、2019年４月25日開催の取締役会において、2019年５月31日を基準日として株式分割

を行うことについて、下記のとおり決議いたしました。

(1) 株式分割の目的

　　株式分割を実施し、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性を

　高め、投資家層の拡大を図ることを目的とするものです。

(2) 株式分割の概要

①　分割の方法

　2019年５月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記録されている株主の所有する

普通株式１株につき、２株の割合をもって分割いたします。

②　分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数　　　　　21,152,473株

今回の分割により増加する株式数　　　21,152,473株
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株式分割後の発行済株式総数　　　　　42,304,946株

株式分割後の発行可能株式総数　　　 168,000,000株

③　分割の日程

基準日公告日　　　　　　　　　　　2019年５月16日

基準日　　　　　　　　　　　　　　2019年５月31日

効力発生日　　　　　　　　　　　　2019年６月１日

(3) １株当たり情報に及ぼす影響

　　連結注記表の「８．１株当たり情報に関する注記」をご参照下さい。

(4) その他

今回の株式分割に際しましては、資本金の額の変更はありません。
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貸　借　対　照　表
（2019年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品

未 収 消 費 税 等

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

販 売 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

繰 延 税 金 資 産

投 資 不 動 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

66,880

11,877

459

4,651

44,494

4,531

433

431

6,132

1,966

684

1,222

59

687

322

364

0

3,479

373

909

1,302

249

342

366

△64

流 動 負 債 38,740

支 払 手 形 141

電 子 記 録 債 務 9,870

買 掛 金 26,648

未 払 法 人 税 等 612

賞 与 引 当 金 242

そ の 他 1,224

固 定 負 債 31

退 職 給 付 引 当 金 0

そ の 他 31

負 債 合 計 38,772

純 資 産 の 部

株 主 資 本 34,148

資 本 金 2,142

資 本 剰 余 金 3,335

資 本 準 備 金 2,017

その他資本剰余金 1,317

利 益 剰 余 金 29,365

利 益 準 備 金 91

その他利益剰余金 29,274

別 途 積 立 金 26,649

圧 縮 積 立 金 43

繰越利益剰余金 2,581

自 己 株 式 △694

評価・換算差額等 91

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 91

純 資 産 合 計 34,240

資 産 合 計 73,012 負 債 ・ 純 資 産 合 計 73,012

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(2018年４月１日から
2019年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 137,474

売 上 原 価 126,527

売 上 総 利 益 10,946

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,977

営 業 利 益 2,969

営 業 外 収 益 1,105

営 業 外 費 用 411

経 常 利 益 3,663

特 別 利 益 0

投 資 有 価 証 券 売 却 益 0

特 別 損 失 24

減 損 損 失 24

税 引 前 当 期 純 利 益 3,639

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,051

法 人 税 等 調 整 額 13

当 期 純 利 益 2,573

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2018年４月１日から
2019年３月31日まで)

　（単位：百万円）

株　　　　　　　主　　　　　　　資　　　　　　　本

資本金

資本剰余金 利 　 益 　 剰 　 余 　 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資 本
準備金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益
剰 余 金
合 計

別 途
積 立 金

圧 縮
積立金

繰 越
利 益
剰 余 金

2 0 1 8 年 ４ 月 １ 日 期 首 残 高 2,142 2,017 1,317 3,335 91 24,959 44 3,129 28,224 △694 33,007

事 業 年 度 中 の 変 動 額

別 途 積 立 金 の 積 立 1,690 △1,690 － －

圧 縮 積 立 金 の 積 立 － －

圧 縮 積 立 金 の 取 崩 △1 1 － －

剰 余 金 の 配 当 △1,433 △1,433 △1,433

当 期 純 利 益 2,573 2,573 2,573

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － － － 1,690 △1 △547 1,140 △0 1,140

2 0 1 9 年 ３ 月 3 1 日  期 末 残 高 2,142 2,017 1,317 3,335 91 26,649 43 2,581 29,365 △694 34,148

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2 0 1 8 年 ４ 月 １ 日 期 首 残 高 188 188 33,196

事 業 年 度 中 の 変 動 額

別 途 積 立 金 の 積 立 －

圧 縮 積 立 金 の 積 立 －

圧 縮 積 立 金 の 取 崩 －

剰 余 金 の 配 当 △1,433

当 期 純 利 益 2,573

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の事業年
度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

△96 △96 △96

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △96 △96 1,043

2 0 1 9 年 ３ 月 3 1 日  期 末 残 高 91 91 34,240

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　　イ．子会社株式及び　　　　　　移動平均法による原価法

　　　　関連会社株式

　　ロ．その他有価証券

　　・時価のあるもの　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

　　・時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

②　デリバティブ　　　　　　　　　時価法

③　たな卸資産

・商品　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　定額法

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額

の当事業年度負担額を計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しており、年金資産が、退職給付債務から数理計算上

の差異等を控除した額を超過する場合は、前払年金費

用として投資その他の資産に計上しております。なお、

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

　数理計算上の差異は、主としてその発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により

費用処理しております。
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(4) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　　繰延ヘッジ処理

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段…先物為替予約取引及び

通貨オプション取引

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　　　外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを回避する

目的で行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法　　　　　先物為替予約取引及び通貨オプション取引について

は、ヘッジ手段とヘッジ対象取引に関する重要な条件

が同一であり、為替相場変動を完全に相殺できると認

められるため、もしくは実行の可能性が極めて高い将

来の予定取引に基づくものであるため、ヘッジの有効

性の判定は省略しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式

２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年２月16日)に

伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」(法務省

令第５号　平成30年３月26日)を当事業年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の

区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更するとともに、税効果

会計関係注記を変更しております。
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４．貸借対照表に関する注記

　(1) 期末日満期手形等

　　　期末日満期手形等の会計処理については、当事業年度末日が金融機関の休業日でしたが、

　　満期日に決済が行われたものとして処理しております。当事業年度末満期日手形等の金額は、

　　次のとおりであります。

 受取手形 33百万円

 電子記録債権

 電子記録債務

38百万円

5百万円

(2) 担保に供している資産

投資有価証券 64百万円

上記の資産を、仕入債務262百万円の担保に供しております。

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 1,523百万円

(4) 投資不動産の減価償却累計額 112百万円

(5) 保証債務等

次の関係会社の仕入債務に対し下記のとおり保証類似行為を行っております。

　　Elematec Korea Co.,Ltd.

　　（3,725千米ドル） 413百万円

　　依摩泰(上海)国際貿易有限公司

　　（3千米ドル） 0百万円

　　　　　合計 413百万円

(6) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①　短期金銭債権 12,361百万円

②　短期金銭債務 1,597百万円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①　売上高 41,527百万円

②　仕入高 16,782百万円

③　販売費及び一般管理費 201百万円

④　営業取引以外の取引高 839百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 679千株 0千株 －千株 679千株

（注）当社は、2019年４月25日開催の取締役会において、2019年６月１日を効力発生日として、

普通株式１株につき２株の割合で株式分割することを決議いたしましたが、上記の事項に

ついては、当該株式分割前の株式数を記載しております。
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７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税否認    39百万円

賞与引当金繰入限度超過額    74百万円

貸倒引当金繰入限度超過額    19百万円

ゴルフ会員権評価損否認    34百万円

関係会社株式評価損否認    32百万円

投資不動産圧縮限度超過額    29百万円

長期未払金否認     7百万円

その他    73百万円

繰延税金資産合計 　310百万円

繰延税金負債

圧縮積立金  △19百万円

その他有価証券評価差額金  △40百万円

前払年金費用     0百万円

その他   △1百万円

繰延税金負債合計  △61百万円

繰延税金資産の純額 　249百万円

８．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

金額に重要性がないため、記載は省略しております。

(2) 役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

(3) 子会社等  　　                                                   (単位：百万円)

種 類 会社等の名称
資本金または
出 資 金

事 業 の
内容また
は 職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
（注）

科目 期末残高役員の
兼任等

事 業 上
の 関 係

子会社

依 摩 泰
( 上 海 )
国 際 貿 易
有 限 公 司

5,794千
人民元

電子材料
等の販売

100 １名
販 売 商 品
の 一 部 を
相互に供給

商品の販売 4,558 売掛金 2,009

子会社
依摩泰香港
有 限 公 司

12千
USドル

電子材料
等の販売

100 －
販 売 商 品
の 一 部 を
相互に供給

商品の販売 8,388 売掛金 1,744

子会社
E l e m a t e c
P h i l i p p i n e s ,
I n c .

215千
USドル

電子材料
等の販売

100 －
販 売 商 品
の 一 部 を
相互に供給

商品の販売 3,257 売掛金 1,322

子会社
E l e m a t e c
( T h a i l a n d )
C o . , L t d .

106百万
タイバーツ

電子材料
等の販売

100 －
販 売 商 品
の 一 部 を
相互に供給

商品の販売 7,460 売掛金 1,945

(注)価格その他の取引条件は、市場実勢等を参考に決定しております。
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９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 836円22銭

(2) １株当たり当期純利益金額 62円86銭

（注）当社は、2019年４月25日開催の取締役会において、2019年６月１日を効力発生日として、

普通株式１株につき２株の割合で株式分割することを決議いたしましたが、当事業年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

１０．重要な後発事象に関する注記

連結注記表の「９．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、当該

項目をご参照下さい。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

２０１９年５月１７日

エレマテック株式会社

取 締 役 会　御 中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 田 雅 弘 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齊 藤 　 剛 

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、エレマテック株式会社の２０１
８年４月１日から２０１９年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、エレマテック株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

強調事項
　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は２０１９年４月２５日開催
の取締役会決議において、２０１９年５月３１日を基準日として、普通株式１株につき２株
の割合をもって株式分割を行うことについて決議している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

２０１９年５月１７日

エレマテック株式会社

取 締 役 会　御 中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 田 雅 弘 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齊 藤 　 剛 

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、エレマテック株式会社の
２０１８年４月１日から２０１９年３月３１日までの第７３期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は２０１９年４月２５日開催
の取締役会決議において、２０１９年５月３１日を基準日として、普通株式１株につき２株
の割合をもって株式分割を行うことについて決議している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
                                                           以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2018年4月1日から2019年3月31日までの第73期事業年度の取
締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議
の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のと
おり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)　監査役会は、当期の監査方針、職務の分担等を定め、各監査役から監

査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監
査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監
査方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と
意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産
の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から
なる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等
及びＰｗＣあらた有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査
の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方
針及び同号ロの各取組みについては、取締役会その他における審議の
状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び
取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指
摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配
する者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認め
られません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号
ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同
の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を
目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当
であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当
であると認めます。

2019年5月20日

エレマテック株式会社　監査役会

常勤社外監査役 平　賀　幸　一 

常 勤 監 査 役 磯 上 篤 生 

社 外 監 査 役 水　上　　　洋 

監  査  役 志 治 芳 弘 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　取締役９名選任の件

取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取

締役９名の選任をお諮りするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
(生年月日)

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び
担 当 並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

1

か

加
とう

藤
 

　
じゅん

潤

(1955年８月３日生)

1979年４月　スーパーレジン工業株式会社入社

1985年６月　株式会社ヤマト入社

1986年６月　当社入社

2002年１月　当社開発部長

2002年４月　当社執行役員　開発部長

2005年４月　当社常務執行役員

　　　　　　マーケティング本部長

2007年６月　当社取締役常務執行役員

　　　　　　マーケティング本部長

2009年４月　当社取締役専務執行役員

　　　　　　開発・購買物流担当・営業本部長

2011年４月　当社取締役副社長執行役　社長補佐

2012年６月　当社代表取締役社長

（現在に至る）

43,000株

2

すず

鈴
き

木
のぶ

信
お

夫

(1958年10月９日生)

1977年３月　当社入社

2005年４月　当社マーケティング本部　開発部長

2008年４月　当社執行役員　ビジネスパートナー　

兼　マーケティング本部　開発部長

2009年４月　当社常務執行役員　営業本部長　兼

　　　　　　開発部長

2009年10月　当社常務執行役員　営業本部長　兼

　　　　　　開発本部長

2012年４月　当社専務執行役員

2015年６月　当社取締役専務執行役員

2015年12月　当社取締役専務執行役員

　　　　　　ＣＰＳ部長

2016年４月　当社取締役専務執行役員

（現在に至る）

19,900株
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候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
(生年月日)

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び
担 当 並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

3

よこ

横
で

出
 

　
あきら

彰

(1961年６月18日生)

1984年４月　茶谷産業株式会社入社

1988年５月　ローム株式会社入社

2001年３月　豊田通商株式会社入社

2006年４月　同社エレクトロニクス第一部長

2006年６月　株式会社トーメンデバイス

　　　　　　常務取締役営業本部長補佐

2008年６月　豊田通商株式会社電子デバイス部長

2011年４月　同社電子事業統括部長

2012年４月　当社常務執行役員

2012年６月　当社取締役常務執行役員

2018年４月　当社取締役専務執行役員

（現在に至る）

170株

4

し

清
みず

水
あつ

厚
し

志

(1962年５月７日生)

1985年４月　豊田通商株式会社入社

2010年４月　同社関連事業部長

2011年４月　同社財務部長

2015年５月　Toyota Tsusho Asia Pacific Pte. 

Ltd. Executive Vice President

2018年４月　当社常務執行役員

　　　　　　経営企画担当

2018年６月　当社取締役常務執行役員

　　　　　　経営企画担当

2019年４月　当社取締役常務執行役員

経営企画・物流・貿易管理・内部監査担当

（現在に至る）

200株

5

かわ

川
ふじ

藤
 

　
せい

聖

(1969年２月25日生)

1991年４月　株式会社住友銀行

　　　　　　（現　株式会社三井住友銀行）入行

2005年８月　当社入社

2012年４月　当社管理部長

2014年４月　当社管理本部長　兼　人事部長

2016年４月　当社執行役員　管理本部長　兼

　　　　　　人事部長

2016年７月　当社執行役員　管理本部長　兼

　　　　　　財務・業務管理部長　兼　人事部長

2017年４月　当社執行役員　コーポレート本部長

2018年４月　当社常務執行役員

　　　　　　人事全般・総務・法務担当

2018年６月　当社取締役常務執行役員

　　　　　　人事全般・総務・法務担当

　　　　　　（現在に至る）

6,200株
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候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
(生年月日)

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び
担 当 並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

6

つばき

椿
もと

本
みつ

光
ひろ

弘

(1959年10月15日生)

1983年４月　株式会社トーメン

　　　　　　（現　豊田通商株式会社）入社

2009年４月　同社ファインケミカル部長

2012年４月　同社執行役員　海外地域管掌補佐

　　　　　　新興国担当

2013年４月　同社執行役員

　　　　　　化学品・エレクトロニクス本部長補佐

2015年４月　同社執行役員

　　　　　　化学品・エレクトロニクス本部副本部長

2016年４月　同社執行役員　東アジア総代表、

　　　　　　東アジア地域担当、豊田通商（中国）

有限公司総経理、北京事務所長

2017年４月　同社常務執行役員　東アジア総代表、

東アジア地域担当、豊田通商（中国）

有限公司総経理、北京事務所長

2018年４月　同社常務執行役員

　　　　　　化学品・エレクトロニクス本部長

2018年６月　当社取締役（現在に至る）

2019年４月　豊田通商株式会社　化学品・

　　　　　　エレクトロニクス本部　本部ＣＥＯ

（現在に至る）

－株

7

かき

柿
はら

原
やす

安
ひろ

博

(1963年３月17日生)

1985年４月　豊田通商株式会社入社

2003年４月　株式会社豊通エレクトロニクス

　　　　　　（現　株式会社ネクスティ エレクトロ

ニクス）取締役

2007年４月　同社代表取締役専務

2010年４月　TOYOTA TSUSHO (SINGAPORE) PTE. 

LTD. President,Managing Director

2012年４月　Toyota Tsusho Asia Pacific Pte. 

Ltd.Executive Vice President

2015年４月　豊田通商株式会社

　　　　　　ＨＥＶ・ＩＴＳ事業推進部長

2016年４月　同社次世代モビリティ事業推進部長

2017年４月　同社執行役員　エレクトロニクス

　　　　　　ＳＢＵ長、電子事業統括部長

2017年６月　当社取締役（現在に至る）

　　　　　　株式会社トーメンデバイス取締役

　　　　　　（現在に至る）

2018年４月　豊田通商株式会社執行役員　化学品・

エレクトロニクス本部長補佐、

　　　　　　エレクトロニクスＳＢＵ長

2019年４月　同社　化学品・エレクトロニクス本部

本部ＣＯＯ　エレクトロニクスＳＢＵ

担当　ＣＴＯ補佐（現在に至る）

［重要な兼職の状況］

株式会社トーメンデバイス取締役

－株
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候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
(生年月日)

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び
担 当 並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

8

せき

関 　
そう

聡
すけ

介

(1966年６月29日生)

1993年４月　弁護士登録（東京弁護士会所属）

（現在に至る）

2004年１月　銀座プライム法律事務所開設

（現在に至る）

2007年６月　当社監査役

2015年６月　当社取締役

（現在に至る）

［重要な兼職の状況］

株式会社昭文社社外取締役

－株

9

＊
まえ

前
だ

田
たつ

辰
み

巳

(1953年１月１日生)

1975年３月　京都セラミック株式会社

　　　　　　（現　京セラ株式会社）入社

2001年６月　同社取締役

2003年６月　同社執行役員常務

2007年４月　同社執行役員専務

2008年６月　同社取締役執行役員専務

2009年４月　同社代表取締役副社長　兼

　　　　　　副社長執行役員

2013年４月　同社代表取締役副会長

2017年６月　同社顧問

2018年３月　同社顧問退任

（現在に至る）

－株

（注）１．＊印は、新任の取締役候補者であります。

２．取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．関聡介氏及び前田辰巳氏は社外取締役候補者であります。

４．取締役候補者の当社の親会社である豊田通商株式会社及び同社の子会社における現在

または過去５年間の業務執行者としての地位及び担当について

清水厚志氏、椿本光弘氏及び柿原安博氏は、上記「略歴、当社における地位及び担当

並びに重要な兼職の状況」欄に記載のとおりであります。

５．取締役候補者及び社外取締役候補者の選任理由は以下のとおりであります。

（１）取締役候補者について

①加藤潤氏は、1986年の当社入社以来、営業、開発及びマーケティング関連業務

に従事し、執行役員及び取締役として、開発部長、マーケティング本部長、営

業本部長、社長補佐を歴任いたしました。2012年からは社長（現職）を務める

など、当社グループにおける豊富な業務経験と経営全般に関する知見を有して

おり、引き続き取締役候補者としました。

②鈴木信夫氏は、1977年の当社入社以来、営業、開発及びマーケティング関連業

務に従事し、執行役員として、開発部長、営業本部長、開発本部長を歴任いた

しました。2015年より取締役として専務執行役員（現職）を務めるなど、当社

グループにおける豊富な業務経験を有しており、引き続き取締役候補者としま

した。
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③横出彰氏は、2001年の豊田通商株式会社入社以来、主に電子事業系の業務に従

事し、同社においてエレクトロニクス第一部長、電子デバイス部長、電子事業

統括部長を歴任いたしました。同社との資本業務提携契約の締結後の2012年よ

り、当社取締役として専務執行役員(現職)等を務め、総合商社及び当社グルー

プにおける豊富な業務経験とグローバルな事業経営に関する知見を有しており、

引き続き取締役候補者としました。

④清水厚志氏は、1985年の豊田通商株式会社入社以来、主に財務・企画系の業務

に従事し、同社において関連事業部長、財務部長を歴任いたしました。同氏は

総合商社における豊富な業務経験とグローバルな事業経営に関する知見を有し

ており、引き続き取締役候補者としました。

⑤川藤聖氏は、大手金融機関での勤務経験があり、2005年に当社へ入社してから

は管理部門全般を担当し、財務・業務管理部長、人事部長、管理本部長及びコ

ーポレート本部長を歴任いたしました。同氏は当社グループにおける豊富な業

務経験及び管理・運営に関する知見を有しており、引き続き取締役候補者とし

ました。

⑥椿本光弘氏及び柿原安博氏は、豊田通商株式会社等において長年にわたって培

った豊富な経験と幅広い見識を有しております。また、柿原安博氏は2017年よ

り、椿本光弘氏は2018年より、それぞれ当社取締役として、当社の経営の意思

決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っており、引き続き取

締役候補者としました。

（２）社外取締役候補者について

①関聡介氏は、過去に会社の経営に直接関わったことはありませんが、弁護士と

しての豊富な知識と経験を有しており、また当社社外監査役及び社外取締役と

して、独立した立場から意見を述べ、その職責を十分に果たしており、引き続

き社外取締役候補者としました。

②前田辰巳氏は、京セラ株式会社において長年にわたって培った豊富な経験と、

同社における経営全般に関する幅広い見識を当社の経営に活かし、社外取締役

としての職務を適切に遂行して頂けるものと判断したため、新たに社外取締役

候補者としました。

６．社外取締役候補者が監査役及び社外取締役に就任してからの年数について

関聡介氏の監査役在任期間は８年であり、社外取締役在任期間は、本総会終結の時を

もって４年であります。

７．責任限定契約について

(１)当社は、椿本光弘氏、柿原安博氏及び関聡介氏との間で、会社法第425条第１項に規

定する最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結しており、３氏の再任が承

認された場合、同様の責任限定契約を継続する予定であります。

(２)当社は、前田辰巳氏の選任が承認された場合、当社と同氏との間で、会社法第425条

第１項に規定する最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結する予定であり

ます。

８．当社は、関聡介氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。同氏の再任が承認された場合には、当社は引き続き同

氏を独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。また、前田辰巳氏

は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の

選任が承認された場合には、当社は同氏を独立役員として指定し、同取引所に届け出

る予定であります。
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９．当社は、2019年４月25日開催の取締役会において、2019年６月１日を効力発生日とし

て、普通株式１株につき２株の割合で株式分割することを決議いたしましたが、上記

表中の各取締役候補者が所有する当社株式の数については、当該株式分割前の株式数

を記載しております。
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第２号議案　監査役１名選任の件

　本総会終結の時をもって監査役平賀幸一氏は任期満了となりますので、監査役

１名の選任をお諮りするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。
ふ

氏
り

　
が

　
な

名
(生年月日)

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当
社株式の数

ひら

平
が

賀
こう

幸
いち

一
(1955年９月８日生)

1978年４月　株式会社三井銀行

　　　　　　（現　株式会社三井住友銀行）入行

2002年８月　株式会社三井住友銀行築地支店長

2004年４月　同行監査役室上席推進役

2004年８月　株式会社三井住友フィナンシャル

　　　　　　グループ監査役室長・株式会社三井

　　　　　　住友銀行監査役室長

2007年５月　株式会社三井住友銀行本店上席調査役

2007年６月　当社常勤監査役

　　　　　　（現在に至る）

－株

（注）１．監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．平賀幸一氏は社外監査役候補者であります。

３．平賀幸一氏は、金融機関における長年の実務経験があることから財務及び会計に関す

る知見を有しており、また、当社の社外監査役として、独立した立場から意見を述べ、

その職責を十分に果たしており、引き続き社外監査役候補者としました。

４．平賀幸一氏の社外監査役在任期間は、本総会終結の時をもって12年間であります。

５．当社は平賀幸一氏との間で、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額を限度と

する責任限定契約を締結しており、同氏の再任が承認された場合、同様の責任限定契

約を継続する予定であります。

６．当社は、平賀幸一氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。同氏の再任が承認された場合には、当社は引き続き同

氏を独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場　品川プリンスホテル　メインタワー12階「シルバー12」

東京都港区高輪四丁目10番30号

電話　（０３）３４４０－１１１１（代表）
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羽田空港･横浜
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東海道･山陽新幹線 品川駅

（会場への交通機関）

Ｊ Ｒ 線

｝京浜急行線 品川駅（高輪口）駅前

東海道・山陽新幹線

（お願い）

＊　当日は品川プリンスホテルメインタワー入口から２階までエスカレーターをご利用頂き、

２階より宴会場専用エレベーターで12階までお越し下さい。お手荷物等は２階クロークに

お預け下さい。なお、当日の受付は12階の会場受付で行います。

＊　駐車場の用意はございませんので、お車でのご来場はご遠慮下さいますようお願い申し上

げます。


